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省庁毎、業種毎、企業毎、部門毎に縦割りで、「バラバラ」に開発や普及に取り組んでいては、従前のITシ
ステムの導入のように、複雑な構造になってしまう。結果、ルールやシステムが複雑に絡み合ってしまい、目的
ごとにデータは交換できたとしても、社会全体でデータを広範囲に共有できず、高コスト構造に留まってしまう
ため、Society5.0の実現は困難となってしまう。そこで、実現したいビジョンの具体化や社会システムの
アーキテクチャ設計を行い、レイヤーやモジュール、インセンティブ構造を整理した上で、多種多様なユースケー
スにおいて共通して利用するソフト・ハード・ルール等に関するデジタルインフラをデジタルアーキテクチャとし
て具体化することにより、社会実装を推進していく。

Society5.0の実現に向けたアーキテクチャ設計の重要性
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DADCの取組の概要1
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（閣議決定）の抜粋

取引（受発注・請求・決済） 受発注については、令和５年（2023 年）を目途に中小企業における電子受発注システ ム導入
率約５割を目指すとの政府方針を踏まえ、中小企業共通 EDI の蓄積を生かしつつ、 新たにデータ連携基盤を整備して、同基盤
を構成する電子受発注システムの導入を各産業分野で促進するなど、受発注のデジタル化に向けた取組を強力に推進する。また、
令和 ３年度（2021 年度）に各業界に向けた受発注のデジタル化の推進方策を整備したことを 受け、令和４年度（2022 年
度）からは、各省連携の下、同推進方策を踏まえた実証事業を 実施するとともに、各業界への展開に向けた推進方策の検討を行
う。 請求については、（国際的な標準仕様に対応し）標準化された電子インボイス（デジタ ルインボイス）の普及・定着によりバッ
クオフィス業務の効率化を実現するとともに、請求も含めた取引全体のデジタル化による新たな価値の創造や更なる成長につなげて
いけるよう、関係する事業者団体とともに、引き続き、必要な対応を行う。また、令和５年（2023 年）10 月の消費税のインボイ
ス制度への移行を見据え、対応するソフトウェアや新たな サービス・商品等の開発を促し、関係省庁と連携の上、中小企業のデジタ
ル化支援の一環 として、その普及支援策を講じる。 決済については、法人インターネットバンキングの利用促進や手形・小切手の電
子化に 向けた取組を通じて企業間決済のデジタル化の着実な進展を図りつつ、電子インボイス の普及を契機とした全銀 EDI シス
テムの利活用促進に向けた関係事業者による取組を後 押しする。加えて、金融 EDI 機能の実装方法や双方向通信も論点とし
つつ検討が開始され ている次期全銀システムを含め、請求分野等との連携に留意しつつ、資金決済インフラの 在り方等に係る検
討を進める。こうした受発注、請求のデジタル化に加え、契約から決済にわたる取引全体をデジタル化しアーキテクチャに沿ったデー
タ連携を可能とすることで、グローバルにサプライチェーン全体を強靱化・最適化してカーボンニュートラルや経済安全保障、廃棄
ロス削減、トレーサビリティ確保等の社会課題の解決を進めながら、同時に中小企業やベンチャー企業を含めた様々なステークホ
ルダーが活躍して産業が発展する社会を実現するために、データ連携に向けたガバナンスフレームワークやマーケットプレイス等を
通じたデータ利活用の取組を推進していく。その際には、データ連携・データ利活用に関する国際的な議論にも積極的な提案を
行う。民間の取引のデジタル完結化に向けては、令和４年度（2022年度）以降、実証実験を通じて代表的な業界においてユー
スケースを創出するとともに、補助金等を通じてアーキテクチャに基づくシステムの導入・利用を促進する。政府と民間の取引のデジタ
ル完結化に向けては、令和４年度（2022 年度）中に制度・システムの一体的な改革を検討し、令和５年度（2023 年度）
から実装を開始する。
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政策2
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企業間取引将来ビジョン検討会の委員
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体制6

井原 實 協同組合セルコチェーン 理事長

浦川 伸一 一般社団法人日本経済団体連合会 デジタルエコノミー推進委員会企画部 会長

岡田 俊輔 株式会社東芝 執行役上席常務

加藤 勇志郎 キャディ株式会社 代表取締役

加藤 良文 株式会社デンソー 経営役員

越塚 登 東京大学大学院 情報学環・学際情報学府 教授

齊藤 裕 独立行政法人情報処理推進機構 デジタルアーキテクチャ・デザインセンターセンター長

坂下 哲也 一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事

中林 紀彦 ヤマト運輸株式会社 執行役員

堀 天子 森・濱田松本法律事務所 弁護士

政清 秀樹 日新シャーリング株式会社 常務取締役

三谷 慶一郎 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 執行役員

山下 邦裕 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 執行役員

山本 圭司 一般社団法人日本自動車工業会 次世代モビリティ委員会 委員長



デジタルアーキテクチャデザインセンター

https://www.ipa.go.jp/dadc


